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北海道大学大学院教育学研究院�
紀要　第１０８号　２００９年７月�

北海道大学大学院教育学院　博士課程�＊�

１３１�

極性反応の指導における教育内容の構造�

【要旨】本稿は「官能基に着目する有用性」と「反応の条件としての官能基の分極」を統一的に

理解させるために，極性反応の指導における教育内容の構造を解明することを目的としている。

そのためにまず高校有機化学教育における授業目標を設定した（１節）。次に有機電子論の理論

的基礎を与えたロビンソンの理論形成の原点を抽出した（２節）。以上を前提として，極性反応

の指導における教育内容の構造を仮説的に設定した（３節）。具体的には以下の要素と順序である。

第１に形も大きさも違う化合物であるにもかかわらず，まったく同じ反応がまったく同じ部分に

起こることを示す。第２に特定原子団とそれ以外の部分にたいして，分極の大小から反応する部

分と反応しない部分を意識づける。第３に反対符号の電荷は引き寄せあうので，求核部分と求電

子部分が相互作用することを教える。このような教授仮説の実証に向けた研究課題の整理を行っ

た（４節）。�

【キーワード】高校有機化学教育，有機電子論，教育内容，極性反応，ロビンソン�
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０．課題の設定と方法�
　
高校化学教育は多くの見直しを必要としている。生徒からは「覚えることが多すぎてわけ

がわからない」「電子というけれど，そんなものみえないのだからわからない」といった声

が噴出している。さらに「物・化・生・地」が必修から選択制に移行されたことによって本

格的な化学教育は「すべての子どもたち」に保障されなくなっている。このような中で高校

有機化学教育はあとまわしにされる場合が多く，一部の理系進学者が通らなければならない

関門――暗記ばかりの苦痛なもの――として位置づけられているように思われる。�

　これにたいして教育方法学の課題は「たくさんの知識ではなく，たくさんのことが見えて

くる知識」（須田２００４：２９８）を明らかにし，楽しくわかるものとして具体的に提示するこ

とである。この見地から高校有機化学教育で教えるべき内容は，有機反応の大部分をしめる

極性反応である。この反応機構は「分子内の分極という現象」が拠りどころになっており（井

本１９９０：４６），電子豊富な部分と電子不足な部分とが相互作用するものである。�



１３２�

　電子論による高校有機化学の実践として岡・井野口（２０００）および岡・村井・井野口（２００１）

があげられる。そこでは次のような指導の順序を提示している。第１に電気陰性度を教えて

極性分子・無極性分子を説明し，第２に代表的な官能基を紹介し，第３に電気陰性度の違い

によって官能基の分極を根拠づけるものである。根拠づけは認められるとしても「官能基に

着目する有用性」と「官能基の分極が反応の条件であること」を自明のものとして指導して

いる。したがって両者を十分に結びつけられていないことが，有機反応機構の理解をさまた

げる主要な原因であると考えられる。�

　そこで本稿では「官能基に着目する有用性」と「反応の条件としての官能基の分極」を統一

的に理解できる教育内容の構造の解明を目的とする。これを明らかにする方法の１つに実践

記録の分析があるが，この領域の記録は蓄積されていない。このような追究は今後の自身の

課題として，ここでは有機電子論史－とりわけ理論的基礎を与えたロビンソン（Ｒ．　Ｒｏｂｉｎｓｏｎ）

に着目することによって教育内容の構造を検討する。�

　本稿の構成は以下の通りである。まず１節で高校有機化学教育における授業目標を設定する。

２節では有機電子論の理論的基礎を与えたロビンソンに着目し，理論形成の原点を抽出する。

続く３節では，２節を前提として教育内容の構造を仮説的に設定する。最後の４節では本稿

のまとめと今後の課題を述べる。�

�

�
１．　授業プログラム「炭素化合物の化学」の授業目標

�

１．０　授業目標の設定�

　本節では，すべての子どもたちに高いレベルの科学をやさしく教えるという立場から，現

代有機化学が明らかにしたもっとも基礎的・基本的な概念・法則を「授業目標」（高村１９８７：

１１）として設定する。本授業プログラムで保障しようとする「授業目標」とは，�

炭素化合物の化学的性質はその分子がもつ官能基の性質によってきまり，�

分極した電子豊富／不足な部分と電子不足／豊富な部分とが反応する�

というものである。以下では「授業目標」設定の妥当性を（１）官能基，（２）一般的な反

応機構としての極性反応，（３）有機電子論の歴史的意義という側面から明らかにする。�

�

１．１　官能基とは何か�

　化合物はおよそ１００種類の元素が様々な形で組み合わさることによって生成される。生成

された化合物はその成分に炭素を含むか・含まないかによって大別される１）。このとき炭素を

含む化合物を「炭素化合物」または「有機化合物」とよび，その構造・反応を研究する学問

領域を「有機化学」という。一方，炭素を含まない化合物を「無機化合物」とよぶ。�

　無機化合物は１００種程度の元素から数万種類の化合物が生成される。一方，炭素化合物は

炭素を中心としたわずかな元素から数千万種という夥しい数の化合物が生成されるのである（た

とえば，泉１９８５：２１）。�

　夥しい数の炭素化合物にたいして，人類は分類によって化合物への認識を深めてきた。こ

うして明らかになった分類原理の集大成とでも呼ぶべきものが「官能基」である。つまり「ば

らばらの反応性を示す１９００万にも及ぶ化合物の代わりに，少なくともその化学を大まかに予

言できる数十のグループが存在」（マクマリー２００５ａ：７０）するのである。�
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　分子中の官能基に着目することは炭素化合物の化学的性質を予言できるものであるから，

有機化学教育の基礎・基本であるといえる。したがって「すべての有機分子の化学的性質は，

その大きさや複雑さに関係なく，それがもつ官能基の性質によって決まる」（マクマリー２００

５ａ：７１）という見晴らしの良い知識を形成することが課題となる。このような認識の形成は，

官能基を羅列的に提示することで果たされるものではなく，様々な炭素化合物にたいする目

的意識的なはたらきかけによってのみ果たされる。したがって，具体的な化合物とのかかわ

りの中で，官能基に着目する有用性を豊かに形成していくことが，授業全体で目指される必

要がある。�

�

１．２　一般的な反応機構としての極性反応（イオン反応）�

　炭素化合物の化学的性質は官能基に規定される。その理由は，分子内の分極によって電子

豊富／不足な部分と電子不足／豊富な部分とが相互作用するためである。この反応機構を極

性反応（イオン反応）という。�

　極性反応は有機化学反応の大部分を占め一般的にみられる反応（井本１９９０：４６；マクマリー

２００５ａ：１４４）である。これは「分子内の分極という現象が（中略）大切な有機反応理論の拠

りどころ」（井本１９９０：４６）になっており，電気陰性度の差の大小によって説明できる。�

　図１のような電気陰性度の差が大きい原子間の結合を考える。原子間の共有電子対は電気

陰性度の大きい原子に引きつけられる。このようなかたよりを分極といい，分極によって電

子豊富な部分（δ－）と電子不足な部分（δ＋）ができる。一方，図２のように電気陰性度

に差が無いか僅かである場合は，共有電子対は対称的に分布していると考えてよい。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　分子レベルでみると図３のようになる。アセトアルデヒド分子内では，電気陰性度の差が

大きいＣ－Ｏ間に分極が起こり，電気陰性度の差が僅かなＣ－Ｈ間ではほとんど分極が起き

ない。したがってアセトアルデヒド分子は，Ｃ－Ｏ間の分極によって電子豊富な部分（求核

部分）と電子不足な部分（求電子部分）をもつ構造である。この電子豊富／不足な部分は，

別の分子またはイオンの電子不足／豊富な部分と相互作用する。なぜならば反対符号の電荷

は引き寄せあうからである。このようなメカニズムゆえ，炭素化合物の化学的性質は官能基

に規定されるのである（表１）。�

図１　�
非対称な極性共有結合�

：� Ｙ�Ｘ�

δ＋� δ－�

図２�
対称的な共有結合�

：� Ｘ�Ｘ�

図３�
アセトアルデヒド分子の構造�
　（マクマリー２００５ｂ：７０７）�
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１．３　有機電子論の歴史的意義－化学反応における電子のふるまいの確定�

　１８９７年，トムソン（Ｊ． Ｊ． Ｔｈｏｍｓｏｎ）によって電子が発見され，化学反応に電子がかかわ

っていることが仮定された。しかしながら科学者たちは化合物の多種多様な性質を説明する

ために特殊な化学力を捨てきれなかった（徳元１９８７ｂ：１８１）。複雑な化学反応を電子の概念

のみで説明することは困難であったのである。量子力学が誕生したあとでも「基本法則を適

用することだけでは，現代化学への節目は突破できなかった」のであり化学反応の中に簡単

に入り込めなかった２）。したがって２０世紀初頭の化学は「原子中の電子は，複雑な分子やそ

れらの反応系のなかで，いったいどのような振る舞いをするのか」を解明することが求めら

れていた（徳元１９８７ｂ：１７４－５）のである。�

　ここで登場した理論が有機電子論である。有機電子論の理論的基礎を与えたロビンソンは「有

機化学を暗記の学問として批難し得た時代は去り」（ロビンソン１９５３：ｖｉ）と述べ３），弟子の

デュワー（Ｍ． Ｊ． Ｓ． Ｄｅｗａｒ）はその意義を「有機化学を統一する上に著しい成功をおさめ，

…（中略）…すでに仮定していた電子過程の実在を確定した」（デュワー１９５３：ｖｉｉ）と述べ

るに至った。�

　この歴史的事実は高校有機化学教育の位置づけを捉えなおす上で示唆的である。つまり「原

子は原子核と電子によって構成される」ことを前提にしてイオンの指導がなされたとしても，

複雑な化合物の構造とその反応過程において「電子のふ・る・ま・い・」を確かなものとして認識さ

せることは困難である，という予想を導くからである。�

　したがって，高校有機化学の授業プログラムに次のような位置づけを与えうると考えられる。

すなわち「もっとも“難しい”炭素化合物の構造と反応を認識させる過程で，“電子のふる

まい”を意識づけることができれば，“あらゆる未知の化合物にたいして，電子論的な眼を

もってはたらきかけられる”生徒を育てることが可能である」というものである。�

表１　一般的な官能基の分極様式（マクマリー２００５ａ：１４７）�
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�
２．ロビンソンの理論形成の原点の抽出

�

２．１  ロビンソンの有機電子論とは何か�

　ロビンソンによる有機電子論の創設は，分子構造と反応性とを理論的にとらえることが課

題であった中で，反応分子中の原子や原子団の性質から反応を解釈し，そこに法則性を見出

した最初の理論である。それまでの頼れる理論が化学親和力という漠然としたものしかない

中で，電子レベルで反応をとらえるこことが可能となった。ロビンソンの有機電子論は次の

３本柱から成り立っている（徳元１９８７ａ：６６－７；徳元１９８７ｂ：１８６）。�

（１）活性化状態を決定する電荷移動であり，２つの電荷移動が考えられた。�

－１）分子の反応中心となる原子や原子団の構造から規定される電荷移動であり，誘起効

果と名付けられた。�

－２）反応の際，反応にかかわる諸分子の存在の中で，新たに生じる電荷移動であり，エ

レクトロメリー効果と名付けられた。�

（２）反応する試薬を２種類（プラス分極に近づく試薬とマイナス分極に近づく試薬）に分

類した。�

（３）活性な原子団である共役系に着目することによって，全有機反応を６種類の共役系に

分類した。�

�

　徳元（１９８７ｂ：１９２）によれば，ロビンソン独自の視点は「試薬のわずかな構造の違いによ

る収量の差に注目し，分子中の原子や，反応過程での分子の状態で考察したことが理論形成

の原点となった。何ができたかという構造をつきとめるだけでなく，いかにして収量に差が

できるのか」ということにあるという。そこで２．２では，ロビンソンが着想を深めた芳香

族置換反応における定量的手法について，導入可能性を考察する。�

�

２．２　芳香族置換反応における定量的手法の導入可能性�

　徳元（１９８９：１７０）は，芳香族置換反応をめぐるロビンソンとインゴルドの論争について「有

機反応の理論化を模索するなかで（中略）有機化学が１９世紀的概念と方法のなかから現代へ

と，すなわち有機電子論の基本概念と方法とを形成する転換点として位置づけられる」と結

論づけた。ここで明らかにされた内容は「芳香族化合物と置換生成物との研究は，有機分子

の反応性を量として測定できる確実性をあたえた。芳香族化合物の研究をとおして，置換基

の電気効果を相対的に決定する新たな方法を展開し，有機電子論形成をうながしたところに

そのあらわれをみてとることができよう」というものである。�

　ロビンソンにとって芳香族置換反応の研究が重要であったとしても，高校有機化学教育に

おける初期の学習にこの反応を扱うことは不可能である。それは次の理由による。�

　第１に芳香族求電子置換における反応性と配向性は，誘起効果（図４）と共鳴効果（図５）

の相互作用によって制御される（マクマリー２００５ｂ：５７０－１）からである。したがって，この

反応以前に，誘起効果と共鳴効果を教える必要がある。�

　第２に芳香族化合物の一般的性質は極めて安定であるため，反応を速めるためにＦｅＢｒ３の

ような触媒が必要である（マクマリー２００５ｂ：５２８－３０，５５７）。それゆえ図６のようにベンゼン，

臭素（Ｂｒ２），臭化鉄（ＦｅＢｒ３）という三者の関係を認識させなくてはならない。�
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　これら２つの理由から，特定の原子団だけに着目させることが非常に困難である。したが

って芳香族置換反応を初期の学習に持ち込むことはできない。初期の学習では，誘起効果そ

のものだけを問う典型的事実を示す必要がある。そこで次節ではロビンソンの有機電子論に

おける理論形成の原点を抽出する。�

�

２．３　ロビンソンによる理論形成の原点の抽出�

　ロビンソンの理論は「反応に規則性があることから考察」（徳元１９８７ａ：６７）がはじまり，

次の２つの仮説が理論形成の原点（徳元１９８７ａ：６７；徳元１９８７ｂ：１８７－９）であった。�

１）活性原子団への着目であって，�

　　反応がはじまる最初の条件を分子中の特定原子団にもとめた。�

２）反応する分子の構造をわずかに変化させ，その結果，合成される化合物の量を変えて，

そこから逆に，反応過程における分子の状態を推定した。両分子の反応の過程で，「弱

いつながり」が生じているため，…（活性化した基の存在によって－引用者注）この

つながりを強め，反応しやすくなり，生成量も多くなると考えた。�

�

　「反応の規則性」を前提として２つの仮説が提示されたことに注意する必要がある。人間

はそれ以前にも基の原理や型の原理といった分類を行ってきた。人間にとって「違う種類の

化合物が同じ反応を起こす」という事実認識がいかに重要であるかを示している。このよう

な反応の規則性がわかる問題を，初期の学習に意図的に組み込む必要がある。�

　第１の点は，反応する部分と反応しない部分を区別したところにポイントがある。構造と

反応が複雑である炭素化合物にはたらきかけるなかで，活性化した特定原子団だけに反応の

原因を求めたことは，人類にとって重要な認識の結節点であった。�

　第２の点は，第１の点を基礎にして分子間の相互作用を考察したものである。定量的手法

の導入可能性は２．２で検討したように生徒の認識対象として組み込むことは困難である。�

図４　誘起効果� 図５　ベンスアルデヒドの共鳴構造�

図６　ベンゼンの置換における触媒の役割�
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�
３．極性反応の指導における教育内容の構造

�

　本節では２．３で抽出したロビンソンによる理論形成の原点を軸として，教育内容の構造

を検討する。２．３の検討から「反応の規則性」の原因として，活性原子団に着目させるこ

とが最初の認識として重要である。その上で，分子間の相互作用を教えるという筋道を構想

することができる。このような立場から，極性反応における教育内容の構造を以下のように

設定する。�

（１）形も大きさも違う化合物であるにもかかわらず，�

　　　まったく同じ反応がまったく同じ部分に起こることを示す。�

（２）特定原子団とそれ以外の部分にたいして，�

　　　分極の大小から反応する部分と反応しない部分を意識づける。�

（３）反対符号の電荷は引き寄せあうので，�

　　　求核部分と求電子部分が相互作用することを教える。�

�

３．１　典型的事実の提示�

　分子中の特定原子団だけに着目する有用性を理解させる必要がある。そのためには認識発

展の契機となりうる典型的事実を用意する必要がある。このような見地から形も大きさも違

う化合物であるにもかかわらず，まったく同じ反応がまったく同じ部分に起こることを示す。

これはロビンソンの理論形成の原点を内包するものである。�

　常識的な考えからは「分子の大きさも形もちがうから，化学反応性は異なるはずだ」とい

う予想を想定できる。こうした認識をうちやぶり，分子内の特定部分が反応性を規定するこ

とを意識づける必要がある。このような問題を組み込むことで「科学の論理にもとづく判断

の方が，常識的直観的な判断よりもはるかに有効である」（板倉１９６６：１７６－９）という本質的

な教育内容に生徒を誘うことが可能となろう。�

　具体的にはメタノール（ＣＨ３ＯＨ）とペンタノール（ＣＨ３ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ）のように，

ＣＨ鎖の数だけが違う化合物に共通な反応が起こることを提示する。�

�

３．２　活性化部分と非活性化部分にたいする根拠づけ�

　次に特定原子団とそれ以外の部分にたいして，分極の大小から活性化部分と非活性化部分

を意識づける。（１）で学ばせた典型的事実にたいする根拠づけを電気陰性度から認識させる。

特定部分だけが反応することを分極によって根拠づけることで，反応の条件としての分極を

認識させることができる。したがって，以降の問題において分子中の分極部分だけに着目で

きる「考える手だて」として機能しうると思われる。�

�

３．３　求核部分と求電子部分の相互作用�

　分極部分を特定させた上で，求核部分と求電子部分が相互作用することを教える。反対符

号の電荷は引き寄せあうからである。分子間の相互作用を教える段階である。�
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１）�
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２）�

�

�

３）�

注�

炭素の酸化物，金属元素の炭酸塩はふつう無機化合物に含めるが，シアンの化合物，炭素の硫化物，ハロ
ゲン化物などはどちらにも入れられることがある（長倉ほか編２００６：１３５９）。�
高校自然科学教育において化学教育が物理学教育に還元されるものではなく，独自の位置づけをもつ科目
として定義する意義を明らかにしている。物理学教育と化学教育の関係については，今後の大きな課題で
ある。�
統一的な理論が提示される以前には「有機化学は人を発狂させるに十分です。まるで熱帯のジャングルの
ように，目を奪うものが一杯あり，奇怪な際限のない密林であり，出口がわからず，その中にはいるのを
誰しもためらうでしょう－１８３５年，Ｆ．Ｗ・ｏ・ｌｅｒがＪ． Ｊ． Ｂｅｒｚｅｌｉｕｓに送った手紙」（フィンドレイ１９７２：１８）
という認識はまったく当然の帰結といえる。電子論から指導過程が再構成されないかぎり，Ｆ．Ｗ・ｏ・ｌｅｒの
いう「密林」に生徒を迷い込ませ続けていることに注意する必要がある。�
�
�
�
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４． まとめと今後の課題

�

　本稿は「官能基に着目する有用性」と「反応の条件としての官能基の分極」を統一的に理

解できる教育内容の構造の解明を目的とした。そこでロビンソンによる理論形成の原点に着

目することで教育内容の構造を仮説的に設定した。具体的には以下の要素と順序である。�

　（１）形も大きさも違う化合物であるにもかかわらず，まったく同じ反応がまったく同じ

部分に起こることを示す。（２）特定原子団とそれ以外の部分にたいして，分極の大小から

反応する部分と反応しない部分を意識づける。（３）反対符号の電荷は引き寄せあうので，

求核部分と求電子部分が相互作用することを教える。�

　今後の課題としては３点挙げられる。第１に３．１で示したアルコールの具体的な反応と

して何をとりあげるかという課題である。第２に一連の授業過程の具体化である。第３に具

体化した授業過程によって行われた授業の分析を行い，仮説的に設定した教育内容の構造の

妥当性を検証することである。�
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